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H28熊本地震 R2.7月豪雨災害
新型コロナ感染症

［億円］

骨
格

1 月 補 正 後 予 算 額 の 推 移

骨
格

1月補正額 ５０５

４～12月補正額 1,043

骨
格

２ 令和７年度１月補正予算の概要

※表示単位未満を四捨五入しているため、合計が合わないことがある

(財源内訳) 国庫支出金(※) 20,103 諸収入     177 県債 27,879
           分・負担金      1,610  地方交付税 717

 ※うち重点支援交付金 672

【補正規模】 （単位：百万円）

・現計予算額 949,121（①）

・今回補正予算額 50,486（②）

１月補正後予算額（①＋②） 999,607（③）

当初  844,796,546
３専①      3,864
６補冒頭②  8,203,684
６補追号③  1,029,547
補正合計     9,237,095
６補(追)後 854,033,641
８専  8,580,489
８専後  862,614,130
９補(冒)     4,932,054
９補(冒)後 867,546,184
９補(追)  50,068,556
９補(冒+追) 55,000,610
９補(追)後 917,614,740
11補(冒) 7,636,526
11補(冒)後 925,251,266
11補(追1)   10,128,686
11補(冒+追1)17,765,212
11補追1後  935,379,952 
11補(追2)   13,741,118
11補(全部)  31,506,330
11補全部後 949,121,070
1補 50,485,849
1補後  999,606,919

重点支援交付金
交付限度額 20,811,151

11補追2     7,652,180
1補  671,978
2補要求  2,709,222
合計  11,033,380

１



○ 国の経済対策や、国の経済対策に合わせた独自の地域活性化策として実施する物価高騰の影響を受けた生活者・事

業者を支援する事業について、補正予算を計上

３ 令和７年度１月補正に係る主な事業
予算額504億86百万円(7億17百万円）

※( )内の計数は一般財源。以下同じ

1 燃料高騰に対する交通事業者への支援 ★    5億31百万円(－)

2 物価高騰を踏まえた生活者への支援 ★    54百万円(－)

3 子どもや困難な問題を抱える女性への支援の推進 ★
 7百万円(－)

4 中小・小規模事業者の賃上げ等環境整備に向けた支援 ★
    56百万円(－)

Ⅱ 経済対策に合わせた独自の地域活性化策

（主な内容）★…個別資料あり

※表示単位未満を四捨五入しているため、合計が合わないことがある

6億72百万円(－)

２

1 渋滞・交通アクセス対策の推進 ★ 67億26百万円(2百万円)

2  防災・減災、国土強靱化等の推進 ★
 284億28百万円(4億9百万円)

3 農林土木分野における国直轄事業負担金 ★
 139億2百万円(47百万円)

Ⅰ 国の経済対策への対応 498億14百万円(7億17百万円)

★

★

★

燃料価格高騰の影響を
受けている各地域交通
事業者等に対する補助

1  半導体関連産業の集積に伴うインフラ整備 ★
  35億17百万円(－)

公営企業会計（国の経済対策への対応） 39億79百万円(－)   



＜現状・課題＞

〇 経済安全保障の確立及び国内生産基盤の強化につながる半導体関連企業の集積に関連するインフラ整備のうち、
道路整備事業について国の経済対策を活用し取組みを加速化する

Ⅰ-1 渋滞・交通アクセス対策の推進
【国の経済対策への対応】

予算額67億26百万円（2百万円）
地域道路改築費（TSMC関連）[道路整備課]

＜事業概要＞

＜イメージ図＞

○全体事業費：67億26百万円

○事業内容：①大津植木線多車線化、②国道387号拡幅工事 等、全7カ所

○負担割合：国5.83/10 、県4.17/10

○実施主体：県

○事業期間：令和5年度～

・JASMが進出したセミコンテクノパーク
周辺は、従前より、通勤時間帯を中心
に、激しい交通渋滞が発生

・令和6年度に立ち上げた渋滞解消推進
 本部の中で、渋滞解消に向けた短期・
中期・長期に分けて対応策を整理し、
取組みを進めている

・上記対応策の中期的な取組みの一環と
して、渋滞解消に向けて県道大津植木
線を始め、優先度の高いセミコンテク
ノパーク周辺路線の選定、集中整備を
進めてきたが、更なる企業集積の進展
が見込まれる中で、取組みの加速化が
必要

拡

新しい地方経済・生活環境創生交付金
(地域産業構造転換インフラ整備推進交付金）

大津植木線多車線化イメージ

1月補正

３



Ⅰ-2 防災・減災、国土強靱化等の推進
 【国の経済対策への対応】

予算額284億28百万円（4億9百万円）
[土木部、農林水産部]

〇 流域治水の推進や道路ネットワーク機能強化、インフラ老朽化対策の推進、農林水産施設等の防災・減災、農業構造転換に

向けた農地の大区画化などの事業について、国の経済対策を活用して取り組む

◆自然災害からの復旧・復興の加速      10億42百万円
＜地 震＞ 

・土地区画整理事業（益城町） 6億21百万円

＜豪 雨＞ 

・治山事業（荒廃山地の復旧等）                                          4億11百万円

・土地区画整理事業（人吉市青井地区）         3                 10百万円

◆防災・減災、国土強靱化等の推進        273億86百万円

＜流域治水＞  

・河川改修事業費（河川の改良等）   40億50百万円

・通常砂防、火山砂防事業費（砂防施設の整備）  9億13百万円

＜道路ﾈｯﾄﾜｰｸ＞ 

・地域道路改築費（国道、県道の整備）                      28億31百万円

・道路改築費（熊本天草幹線道路の整備）                    11億59百万円ほか

＜主要事業概要＞

益城中央線（益城町）の歩道整備 区画整理（益城町） 区画整理（人吉市青井地区）

【道路ネットワーク】熊本天草幹線道路（大矢野道路）の整備【流域治水】潤川（熊本市）の整備

【係数確認】

＜自然災害からの復旧・復興の加速＞

●●事業 〇千円（△千円）

＜ 流域治水 ＞

  河川改修事業費（河川の改良）   ３９億４４百万円

通常砂防、火山砂防事業費（砂防施設の整備） ９億１３百万円

通常 417,191

     火山       496,174 小計913,365

＜道路ﾈｯﾄﾜｰｸ＞ 

道路改築費（熊本天草幹線道路の整備）                 １５億７３百万円

地域道路改築費（国道、県道の整備）         11億58百万円

＜老朽化対策＞

道路施設保全改築費（道路、橋りょう）     ３６億８１百万円

道路 2,236,297道路保全課）

橋梁 1,444,814（道路整備課）

都市公園整備事業費 ３億６４百万円（都市計画課）

河川改修事業費（河川施設） １億５百万円（河川課）

砂防メンテナンス事業費（砂防施設）   ７億５９百万円（砂防課）

港湾整備（交付金）事業（港湾設備） 等    ２億５３百万円

港湾           91,008

海岸 161,792

小計 252,800

＜農地・農業用施設の防災減災＞ 9,096,725千円（40,698千円）

県営中山間地域総合整備事業費 1,519,062千円（2,541千円）

団体営農業農村整備事業費 248,326千円（351千円）

農業生産基盤整備事業 4,378,516千円（36,014千円）

農村地域防災減災事業 2,710,821千円（5,792千円）

県管理土地改良施設等総合マネジメント事業 240,000千円（-千円）

＜森林の防災減災＞

●●事業 〇千円（△千円）

※ポンチ絵には出てきませんが、「園芸産地における事業継続強化対策事業」

20百万円（全額国庫・農産園芸課・一般行政経費）があります。

＜老朽化対策等＞

・道路施設保全改築費（道路、橋りょう）                  27億59百万円

・砂防メンテナンス事業費（砂防施設）         7億59百万円

・都市公園整備事業費（都市公園）          3億 5百万円

・港湾整備事業等（港湾・海岸施設）                  2億53百万円

・公営住宅ストック総合改善事業費      2億21百万円ほか

＜農地・農業用施設の防災減災＞ 

・農村地域防災減災事業（排水機場・ため池・海岸の整備等）              27億11百万円

・農業生産基盤整備事業（排水機場・ほ場の整備等） 43億79百万円ほか

（うち農業構造転換に向けた農地の大区画化                                      20億63百万円）

＜森林の防災減災＞ 

・森林環境保全整備事業（植栽、下刈り、間伐等への助成）    10億97百万円

・県営林道事業 （林道の整備）  1億33百万円

＜漁港・漁港海岸の防災減災＞ 

・水産物供給基盤機能保全事業費（機能保全工事等）      4億10百万円ほか

【漁港】塩屋漁港（熊本市）での浚渫

【農地】排水機場（氷川町）の整備

【道路】落石防止柵の設置 【県営住宅】防水改修（武蔵ヶ丘団地）

土地区画整理事業
施行地区

【砂防】砂防堰堤(多良木町)の補修

【森林】間伐後の人工造林

１月補正

４

【農地】排水機場の整備（長洲町） 【農地】ほ場の整備（熊本市）

【農地】ほ場（熊本市）の整備

谷止工（多良木町）



Ⅰ-3 農林・土木分野における国直轄事業負担金
【国の経済対策への対応】

予算額139億2百万円（47百万円）
[土木部、農林水産部]

〇 道路ネットワーク機能強化、河川の改修や港湾施設等の整備、農林水産施設等の防災・減災及び災害復旧等に係る

国直轄事業の負担金

◆防災・減災、国土強靱化の推進
２０４億７百万円（県事業費：59億94百万円）

道路ネットワーク整備、河川改修等に係る国直轄事業の県負担金

＜道路ﾈｯﾄﾜｰｸ整備＞ 全体事業費：99億1百万円（県事業費：28億94百万円）

＜河川改修＞ 全体事業費：55億90百万円（県事業費：16億2百万円）

＜主要事業概要＞

中九州横断道路

九州中央自動車道

熊本天草幹線道路

有明海沿岸道路

＜港湾施設整備＞ 全体事業費：16億円（県事業費：6億94百万円）

＜砂防施設整備＞ 全体事業費：11億17百万円（県事業費：3億28百万円）

＜農地・農業用施設等整備＞全体事業費：21億99百万円(県事業費：4億76百万円)

  ◇宇城地区国営緊急農地再編整備事業 等

   18億66百万円(3億78百万円）

    ◇玉名横島地区直轄海岸保全施設整備事業 等

  3億33百万円(98百万円）

◇滝室坂道路      6億30百万円（ 1億85百万円）                                                  
◇大津熊本道路  45億15百万円（13億24百万円）

等

◇三池港IC連絡路   6億10百万円（1億79百万円）
◇荒尾道路    3億円      （  88百万円）

◇矢部清和道路    3億50百万円 (1億2百万円) 
◇蘇陽五ケ瀬道路  3億50百万円 (1億2百万円)

◇宇土道路     11億40百万円 (3億34百万円) 
  等 

南九州西回り自動車道

◇芦北出水道路[水俣IC～県境間]
14億45百万円（3億73百万円）

◇川辺川ダム 16億48百万円（4億26百万円）
◇緑川 15億11百万円（4億61百万円）
◇白川 8億86百万円（2億60百万円） 等

熊本港 ◇耐震強化岸壁の整備  5億円（2億35百万円）

八代港 ◇大築島土砂処分場の整備  11億円（4億59百万円）

◇川辺川流域における砂防堰堤整備 6億37百万円（1億87百万円）
◇阿蘇山における砂防堰堤整備  4億80百万円（1億41百万円）

八代港 大築島土砂処分場整備 

【査定情報】 土木部の２月補正における減額について
・土木部においては、各事業についてこれまで明許・事故と繰越して執行しており、繰越額が多すぎると議会から指摘されている。
・今回の２月補正において、予算繰越額の減を目的として、単県事業で約3億円を減額（H28熊本地震以降初の取組）

◆災害からの復旧 315億25百万円（県事業費：79億8百万円）

熊本港 耐震強化岸壁整備

◇河川分 令和2・7年災：152億19万円（44億84百万円）
球磨川の河道掘削、輪中堤、宅地嵩上げ等

◇道路分 令和2・4年災：163億 6百万円（34億24百万円）
国道219号など道路の復旧工事等

１月補正

【係数確認】

＜道路ネットワーク整備＞

直轄事業負担金（道路整備課） 9,680,221千円（2,788,512千円）

→9,901,000千円（2,894,406千円）

＜ 河川改修 ＞

直轄事業負担金（河川課）事業 5,590,000千円（1,602,000千円）

＜港湾施設整備＞ 

熊本港 500,000千円（235,000千円）

八代港 1,100,000千円（458,700千円）

＜砂防施設整備＞

川辺川 637,000千円（186,853千円）

阿蘇山 480,000千円（140,800千円）

＜農地・農業用施設等整備＞ 県475,800千円（2,800千円） 全体2,199,000千円

国営土地改良事業直轄負担金 県378,000千円（2,000千円） 全体1,866,000千円

直轄海岸保全事業負担金 県97,800千円（800千円） 全体333,000千円

＜災害からの復旧＞

●●事業 〇千円（△千円）

宇城地区 国営緊急農地再編整備

八代平野地区 国営かんがい排水事業
【査定情報】 ≪総事業費等≫

◯R5年度2月補正予算額：150億74百万円
R6年度2月補正予算額：107億54百万円

◯地財措置：補正予算債
（充当率100％、交付税50％）
災害復旧事業債
（ 〃 100％、 〃 95％）

神瀬橋の復旧（球磨郡球磨村）

５



○ 国による燃料油価格激変緩和措置が講じられてもなお燃料高騰の影響が大きい交通事業者に対して、令和4年度
に県が支援制度を創設

○ 引き続き燃料価格高騰の影響を受けている各地域交通事業者等に対して補助を行い、価格高騰の影響を緩和す
ることで、地域に不可欠な交通手段を確保しつつ急激な事業環境の変化への対応を支援する

Ⅱ-1 燃料高騰に対する交通事業者への支援
【経済対策に合わせた独自の地域活性化策】

予算額5億31百万円（－）
地域交通燃料価格高騰対策事業他［交通政策課]

１ 地域交通燃料価格高騰対策事業

○全体事業費：3億72百万円

○補助対象者：①地域鉄道、定期航路、海上タクシー
②路線バス、高速バス、貸切バス、

タクシー、運転代行
○補助額：①燃料ごとの補助単価 × 使用・購入量 × 1/2

②路線・高速バス  9.7万円／台
貸切バス  1.9万円／台
タクシー（ガソリン）  5.2万円／台
タクシー（オートガス） 6.1万円／台
運転代行  2.6万円／台 等

○負担割合：県10/10

○事業期間：令和7年度

※バス、タクシー、運転代行は、上記①の算定式から１台当たりの補助額を設定し
保有台数に応じた支援を実施

※燃料ごとの補助単価は国の激変緩和措置前の平均価格と令和7年9月以降の
平均価格の差額

重点支援交付金

２ 天草空港運航支援対策事業（天草ｴｱﾗｲﾝ）

燃料・物価高騰の影響を受けている天草エアラインに対して
補助を行い、経営基盤の安定化を図ることで、天草地域の重要
なライフラインである天草エアラインの安定的な運航を維持・
確保する

○全体事業費：1億86百万円（県事業費：1億59百万円）

○補助対象者：天草エアライン（県が筆頭株主の第三セクター）

○補助額： ①過去3か年(激変緩和措置前)平均利用率とR7見込利
用率の差分

②R6見込利用率と実態の利用率に乖離が生じたため、
その差分

○負担割合：①県10/10

②県1/2  、地元市町1/2

○事業期間：令和7年度

重点支援交付金

重点支援交付金

（御所浦生活航路分）

１月補正

地域交通 372,356
天エア 158,438
計 530,794

６



Ⅱ-2 物価高騰を踏まえた生活者への支援
【経済対策に合わせた独自の地域活性化策】

予算額54百万円（ー）
［社会福祉課、子ども未来課、子ども家庭福祉課、

学校人事課、特別支援教育課］

○ 物価高騰の影響により厳しい状況にある生活困窮者やひとり親、子育て世帯に対し、食料品等の配布や給食費

の支援等を実施

＜現状・課題＞

＜事業概要＞

○全体事業費：10百万円

○事業内容

生活困窮者に対して、食料品等の配布や自立に向けた総合的な
支援を行う社会福祉協議会等への補助

○負担割合：県10/10               ○事業期間：令和7～8年度

１ 生活困窮者に対する物価高騰緊急支援事業 【社会福祉課】

物価高騰の影響が長期化する中で、従前から困難を抱え、厳し
い状況に置かれている生活困窮者に対し、自立した生活に向けて
きめ細かな支援を行う必要がある

重点支援交付金

＜現状・課題＞

＜事業概要＞

○全体事業費：26百万円

○事業内容

ひとり親家庭に対して、食料品等の配布や自立に向けた総合的
な支援を行うひとり親家庭福祉協議会への補助

○負担割合：県10/10  ○事業期間：令和7～8年度

２ ひとり親家庭等支援事業 【子ども家庭福祉課】

子ども家庭福祉課：26,404千円＜現状・課題＞

＜事業概要１＞

○事業名：県立学校の原油価格物価高騰対応事業 【学校人事課】

○全体事業費：10百万円

○事業内容：県立高校（定時制）及び県立特別支援学校の給食費の
かかり増し経費に対する補助

○負担割合：県10/10                ○事業期間：令和7～8年度

３ 給食費の支援 

物価高騰に伴う食材調達コストの上昇で学校等における給費・
舎食費の値上がりや、食事の質や量を確保した適正な給食等の提
供ができなくなることが懸念される

学校人事課：10,125千円
特別支援教育課：1,180千円
子ども未来課：6,475千円

重点支援交付金

合計53,905千円

子育てと生計の維持を一人で担うひとり親家庭は、経済的に厳
しい状況に置かれているケースが多く、物価高騰の影響を深刻に
受けており、生活の安定や自立に向けてきめ細かな支援を行う必
要がある

重点支援交付金

＜事業概要２＞

○事業名：特別支援学校寄宿舎舎食費継続支援事業

○全体事業費：1百万円

○事業内容：県立特別支援学校寄宿舎の舎食費のかかり増し経費に
対する補助

○負担割合：県10/10                ○事業期間：令和7～8年度

【特別支援教育課】

重点支援交付金

＜事業概要３＞

○事業名：給食費支援事業 【子ども未来課】

○全体事業費：6百万円

○事業内容：私立幼稚園（私学助成園）及び認可外保育施設（熊本

市除く）の給食費のかかり増し経費に対する補助

○負担割合：県10/10                ○事業期間：令和7～8年度重点支援交付金

２月補正

社会福祉課：9,721千円

７



Ⅱ-3 子どもや困難な問題を抱える女性への支援の推進
【経済対策に合わせた独自の地域活性化策】

予算額7百万円（ー）
［子ども家庭福祉課］

○ 物価高騰の影響が長期化する中で、こども食堂や、DV被害者など困難な問題を抱える女性の保護等のための民間シェル

ターの安定的な運営が必要

○ こどもや困難な問題を抱える女性への支援を推進するため、これらの支援団体に対して、物価高騰による影響の負担軽

減を図る

＜現状・課題＞

＜事業概要＞

○全体事業費：4百万円

○事業内容：

複数のこども食堂で構成するこども食堂ネットワーク団体が行
う食材運搬費や、企業等にこども食堂に対する理解促進や支援を
働きかけるための広報に要する経費の一部を補助

○負担割合：県10/10

○事業期間：令和7～8年度

１ こども食堂の運営支援

物価高騰の影響が長期化する中で、子どもへ食事や居場所を提供

するこども食堂への食材運搬費等が増加

こども食堂の安定的な運営のため、食材運搬費等の負担軽減や、

企業等にこども食堂に対する理解促進や支援の働きかけが必要

重点支援交付金

困難女性：3,000千円(P)

＜現状・課題＞

＜事業概要＞

○全体事業費：3百万円

○事業内容：

民間シェルターを運営する支援団体が負担するシェルターの光熱
水費や食材費等の経費の一部を補助

○負担割合：県10/10

○事業期間：令和7年度

２ 困難な問題を抱える女性等のための民間シェルターの運営支援 

困難な問題を抱える女性への支援に関する法律（令和6年4月1日

施行）では、官民連携による支援体制の強化が求められている

物価高騰の影響が長期化する中で、DV被害者など困難な問題を

抱える女性等を保護する民間シェルターの運営経費が増加

安定的な受入体制の確保のため、民間シェルターの運営に不可

欠な光熱水費や食材費等の負担軽減が必要

重点支援交付金

合計千円

重点支援交付金

８

【査定情報】
支援対象期間は令和8年度

こども食堂：3,500千円

金額精査中



＜現状・課題＞

○ 物価高騰や令和7年8月豪雨に加え、全国最大の引き上げ幅となった最低賃金への対応など、県内の中小・小規

模事業者を取り巻く経営環境は非常に厳しい状況

○ 中小・小規模事業者に対する伴走支援を行う商工団体を支援することで、事業者の経営基盤の強化、賃上げ環

境の整備を図る

Ⅱ-4 中小・小規模事業者の賃上げ等環境整備に向けた支援
【経済対策に合わせた独自の地域活性化策】

予算額56百万円（－）
賃上げ等支援体制強化事業[商工政策課]

＜事業概要＞

＜イメージ図＞

新

○ 長引く物価高騰や令和7年8月豪雨など、
県内の中小・小規模事業者を取り巻く経営
環境は非常に厳しい状況

○ このような中、全国最大の引き上げ幅と
なった最低賃金への対応が求められている

○ 令和7年8月豪雨への対応や賃上げ環境整
備のため、県では以下の補助事業を実施

○ これらの補助事業の活用を多くの中小・
小規模事業者に促し、事業者の経営基盤の
強化、賃上げ環境の整備を図るには、商工
団体による伴走支援が必要不可欠

○全体事業費：56百万円

○事業内容：中小・小規模事業者の賃上げ等環境整備のため、相談窓口の設置や個
別相談会の実施等の伴走支援を行う商工団体への補助

○負担割合：県10/10

○事業主体：商工団体（各商工会議所、県商工会連合会、中小企業団体中央会）

○事業期間：令和7～8年度

重点支援交付金

相談対応
伴走支援

県 商工団体

補助

事業者

事　業　名 内　　容

被災事業者再建支援事業
令和7年8月豪雨により被災した中小・小規模
事業者への補助

くまもと型小規模事業者持
続化補助金

賃上げ原資の確保をはじめ経営課題の解決に
取り組む小規模事業者への補助

中小・小規模事業者生産
性・売上げ向上後押し事業

生産性・売上向上に取り組み全従業員の賃上
げを実施する中小・小規模事業者への補助

９



(公営企業会計) 1 半導体関連産業の集積に伴うインフラ整備
【国の経済対策への対応】

○全体事業費：6億30百万円

○事業内容：排水処理施設新設に向け管きょ整備や設計等に取り組む

①管きょ整備

②処理場建設設計  

○負担割合：国2/9  、県7/9（※）

※県負担の一部については、後年、使用料等により徴収する

○事業主体：県

○事業期間：令和5年度～

＜現状・課題＞

〇 セミコンテクノパーク周辺地域における半導体関連産業の集積が進む中で、事業所からの排水を適切かつ確実

に処理する排水処理施設や、工業用水道施設の新たな整備のため、浄水場建設工事等を行う

予算額35億17百万円（ー）
特定公共下水道事業[下水環境課]
新規工業用水道事業［企業局〕

＜事業概要＞

・工場排水の増加が見込まれる中、
既存排水処理施設（熊本北部流
域下水道）の処理能力が不足し
てしまうことが想定

・そこで、工場排水の増加に対応
するため、新たに排水処理施設
（特定公共下水道）を整備する

・半導体関連産業の集積が進む中、
地下水採取量の増加による地下
水位への影響が懸念

・一方、有明工業用水道では、日
量約2万㎥の未利用水があり、
累積欠損金も年々増加

・地下水保全及び未利用水の活用
による収益確保・経営基盤の強
化を両立させるため、セミコン
テクノパーク周辺の半導体企業
へ工業用水を給水するための浄
水場建設等を行う

下水道

工業用水道

○全体事業費：28億87百万円

○事業内容：新規工業用水道の整備に向け、浄水場施設の整備等に取り組む

①浄水場建設工事

②送水管・導水管敷設工事 

○負担割合：国4/10  、県6/10（※）

 ※県負担については、後年、使用料により徴収する

○事業主体：県

○事業期間：令和5年度～

新しい地方経済・生活環境創生交付金
(地域産業構造転換インフラ整備推進交付金）

新しい地方経済・生活環境創生交付金
(地域産業構造転換インフラ整備推進交付金）
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